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研究要旨 

エイズ予防指針に基づく施策に関して、都道府県を対象としたモニタリング調査を継続した。HIV 対

策は自治体の感染症専門部署や拠点病院を中心に行われてきたが、HIV 担当者が他の感染症にも担

当する為、コロナ禍では大きな影響を受けた。各自治体の負担軽減のためには、業務の外部委託や

対面から Web への移行に加え、先行する成功事例に関する情報共有など自治体の枠を超えた連携体

制の構築が有用と考えられた。医療体制では、HIV 感染者の高齢化に対応した、医療・福祉・介護な

どの領域が連携した取り組みが期待されている。HIV 対策を考える上で早期診断（recent infection）

や late presenter の把握は重要な課題である。世界では診断時の CD4 数に加え、いくつかの指標を組

み合わせた Multi Assay Algorithm (MAA)が用いられている。我が国の HIV 検査体制に avidity test を

組み込むことは現実的ではないため、ウイルスゲノムデータと臨床データのみから recent infection や

late presenter の判定を試みた。HIV 検査に関しては、受検経験が全体で 12.2%であり、先行研究の

14.0%（2020 年）、15.0%（2022 年）よりやや低くなったが、母集団の規模の拡大のためと考えられ

る。PrEP の潜在的ニーズは、統計処理上やや高い推計結果であるが、約 200 万人と推定された。PrEP

は、感染リスクのより高い層に届ける必要があるが、わが国では利用できる環境が不十分である。

現状では、他の性感染症の増加や HIV 既感染での利用、途中中断等の課題も多く、ヘルスリテラシ

ーを考慮した複合的な予防対策を進めていく必要がある。 

 

 

 

 

A．研究目的 

 わが国のエイズ対策は、後天性免疫不全症候群に

関する特定感染症予防指針（エイズ予防指針）に沿

って展開されてきた。本研究班では、平成 30 年 1 月

に改定されたエイズ予防指針に基づき、陽性者を取

り巻く課題に対する各種施策の効果を経年的に評価

するとともに、一元的に進捗状況を把握し、課題抽

出を行い、次期改訂のための探索を行うことを目的

とする。これまでの取り組みから、優先順位が高い

課題として、1）早期診断・治療のための仕組み作り、

2）エイズ発症例を含む Late Presenter に対する対策、

3) PrEP 導入を踏まえた日本におけるコンビネーシ

ョン HIV 予防の 3 課題に注目した。我々は、エイズ

予防指針に基づく施策の実施状況に関して、都道府

県を対象としたモニタリング調査を行った。また、

エイズ施策の状況を把握し、予防啓発の浸透を比較

評価するために、一般成人を対象として、先行研究

で個別施策層向けに行われている調査項目と内容を

一致させた経年的なアンケート調査を実施した。そ

の結果をもとに、HIV 陽性者や MSM、セックスワー

カー、薬物使用者、外国籍在住者を対象にした他の

調査の結果や当事者および支援団体と、PrEP 導入を

踏まえた日本におけるコンビネーション HIV予防に

関して、ウイズコロナ時代に対応した取り組みを聴

取し、予防指針改定に生かす。 

 

B．研究方法 

エイズ予防指針に定められた各種施策の進捗状況

把握のため、自治体（都道府県）を対象としたモニ

タリング調査を行った。平成 30 年度から令和 2 年度

にかけての 3 年間は、調査用のウェブサイトを構築

し、各自治体に ID・パスワードを配布、令和 3 年度

分は集計用ファイルを自治体に送付する形で集計を

行った。AMED HIV 薬剤耐性動向班で解析中の HIV

伝播クラスタ情報を取得し、2022 年に新規報告が多

かった dTCについてベイズ推定法による時間系統樹

解析を試みた。新規報告例の臨床マーカーと、系統

樹の枝長・分岐点の時間・近縁の症例との採取時期
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の差から、それぞれ症例が recent infection かどうか

を判断した。late presenter に関して、HIV 検査を「当

事者への商品提供」と捉えなおし、発症まで検査を

受けなかった心理的特徴をマーケティング的手法で

検討するための研究を計画した。一般成人調査は、

個別施策層向けの先行研究の調査項目を応用し、日

本のインターネットサイトを運営する A 社が保有す

るアンケートモニター登録者を対象に、性別と居住

する都道府県、年齢階級の三段階層化抽出法を用い

て質問紙調査を実施した。質問項目は HIV 検査行動

や予防啓発の認知、PrEP 認知や経験、性感染症既往

や性行動とした。第 37 回日本エイズ学会総会にて、

「エイズ予防指針・新時代の課題」というシンポジ

ウムを企画、12 名の登壇者を始めとして多くの参加

者による討議を行った。 

（倫理面への配慮） 

伝播クラスタ解析は、匿名化された患者背景情報

を用い、一部の直接伝播の蓋然性が高い検体対は、

解析対象外とした。臨床研究に際しては、ヒトを対

象とする生命科学・医学的研究に関する倫理指針を

遵守した研究計画書を作成した。自治体を対象とし

た調査項目には個人を特定できる情報が含まず、回

答者個人が特定されないよう配慮した。一般成人調

査は大阪青山大学研究倫理審査委員会より承認を得

て実施した。 

 

C．研究結果 

全 47 自治体より 4 年分（平成 30 年度から令和 3

年度）の回答を得た。調査期間を通じて、コロナ禍

の影響により多くの自治体において普及啓発、検査、

研修など多くの事業が影響を受けていた。検査体制

の縮小対策として、一般医療機関への検査委託、郵

送検査の活用など、従来の枠組みを超えた取り組み

は継続されていた。歯科診療所との連携体制は約 3

分の 2 の自治体で構築されたが、透析施設に関して

は 2 割弱、福祉サービスは 1 割前後と、連携体制の

改善はみられなかった。都道府県を単位とする研修

計画は、平成 30 年度および令和元年度は 7 割以上の

自治体で策定されており、令和 2 年度には約 5 割ま

で落ち込んだが、令和 3 年度には 6 割弱まで回復し

た。HIV 感染症/エイズにかかる個別の施策目標が設

定されている自治体は 4 割弱であった。エイズ対策

推進協議会は約 6 割の自治体で設置されていたが、

令和 2～3 年度は約半数の自治体で協議会が開催さ

れなかった。協議会への個別施策層関係団体の参加

ありとした自治体は 4 割弱に留まった。 

2022年に多くの新規陽性例が報告された国内伝播ク

ラスタ（dTC）B-TC2, B-TC3, B-TC21, AE-TC2 につい

て、時間系統樹を推定し、2018 年～2022 年までの登

録例のそれぞれの時間系統樹における近隣のウイル

ス配列との直近共通祖先ノードまでの枝長（日数）

を調べた。各症例の枝長はウイルス量と関係が無く、

CD4+数は低い値では様々な枝長が混在し高い値で

は短い枝長に収束した。過去の recency を活用した

様々な臨床研究で用いられた Multi Assay Algorithm 

(MAA)を参考に、CD4+数>200 cells/ul, ウイルス量 

>400 copies/ml、枝長が１年以内のものを recent とし

て、免疫学的手法を用いない MAA を考案し、４つ

の dTC と singleton 例で recent 率を計測した。この指

標に沿った dTC 所属症例の recent 率は各年 25～15% 

の範囲で推移したが、AE-TC2 のアウトブレイク期の

recent 率は 40%以上と顕著に高かった。Singleton 例

については 15%～6%と低く、年を経るごとに低下し

た。検査が遅れがちな陽性者の特徴を示す一般的な

パーソナリティ変数の解明のための自由文形式のア

ンケート調査を構文解析で分析する臨床研究につい

て、コロナ禍でも可能な研究計画書に改訂を行うと

ともに、被検者の長文テキストを得るためのクラウ

ドによる稼働検証を行った。 

一般成人調査の有効回答は 196,045 人（回収率 83.5%）

であり大きな規模となった。基本属性の居住地や年

齢層、既婚割合は国勢調査とほぼ同じ割合を示して

おり、MSM 割合（5.8%）、SW 割合（男性 1.3%、女

性 4.6%）も先行研究とほぼ同じ割合であった。HIV

検査の受検経験は、全体では 12.2%であり、過去 1 年

間では 2.0%で、3.1%（2020 年）、4.2%（2022 年）と

比べて著変はみられなかった。受検場所は病院が

36.8%と最も高く、次いで保健所 27.7%、クリニック・

医院・診療所 26.1%、郵送検査・自己検査キット 5.2%

であった。これまでに PrEP の使用経験がある人は

1.5%であり、1.3%（2020）と 3.5%（2022）と比べ著

変はなかった。個別施策層では MSM 10.3%、セック

スワーカー13.5%であり、上昇傾向にある。MSM に

おける性的に活発な層（商業施設およびネット利用

層）の割合は 56.8%、先行研究よりハッテン場利用層

は 26.6%、PrEP 希望は 52.9%であることをふまえる

と、総務省統計局による令和 4 年の 20 歳-59 歳の男

性人口推計（31,091,000 人）より 778,439 人に PrEP

のニーズがある。同様に 20 歳-59 歳の女性人口推計

では（30,163,000 人）、1,387,498 人がセックスワーク
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に従事している可能性があり、このうちすでに数％

が PrEP を利用していることになる。HIV 感染症、性

感染症、検査に関する知識の正答率は 18.1%～55.8%

であり、50%を越えていたのは感染動向、治療の進歩、

重複感染の 3 問であり、30％を下回ったのは検出限

界以下、治療の継続が感染可能性をなくすこと

（U=U）、最新の治療方法、新規感染の徴候、性感染

症と HIV 感染症、ウィンドウピリオド、擬陽性の 7

問であった。予防啓発ついて、全体では「当事者の

生の話を聞いた」20.9%、「テレビ・ラジオなどで視

聴した」53.7%、「映画や演劇を観た」35.2%、「小説

や本を読んだ」21.3%、「イベントに参加した」6.8%、

「手記を読んだり聞いたりした」16.7%、「６ヶ所の

コミュニティセンターいずれかに行った」6.0%であ

った。検査行動との関連について分析したところ「イ

ベント・手記・コミュニティセンター」と受検行動

の間に相関がみられた（R=0.4）。 

 

Ｄ．考察 

 これまでHIV対策は自治体の感染症専門部署や拠

点病院を中心に行われてきたが、HIV 担当者が他の

感染症にも担当する為、コロナ禍では大きな影響を

受けた。各自治体の負担軽減のためには、業務の外

部委託や対面から Web への移行に加え、先行する成

功事例に関する情報共有や、自治体の枠を超えた連

携体制の構築が有用であると考えられる。MSM 関連

団体と既に良好な協力関係が構築されている自治体

もみられたが、協働が機能していない自治体も見ら

れた。感染症対策へのアプローチには当事者団体と

の連携が必須であり、当事者団体の脆弱性を支援し

つつ、自治体と連携する体制の構築が必要である。

数年前から沖縄県では医療・行政と CBO を繋ぐコミ

ュニケーターが自治体の雇用により存在している。

自治体の負担軽減のためには、オンライン体制の活

用に加え、都道府県の枠に縛られず、スムーズに

CBO と協働し、生活圏を考慮した広域の対策が有用

である。 

HIV 対策を考える上で早期診断（recent infection）や

late presenter の把握は重要な課題である。世界では、

HIV 感染診断時の CD4 数に加えてウイルス量・抗

HIV 抗体の avidity test・ゲノム多様性解析等を組み

合わせた MAA が用いられている。我が国の HIV 検

査体制に avidity test を組み込むことは現実的ではな

いため、ウイルスゲノムデータと臨床データのみか

ら recent infection や late presenter の判定を試みた。今

後この判定を教師データとして耐性班で得られるデ

ータのAI解析を行い、系統樹解析を行わずに recency

を判定できる手法を開発したい。一方、HIV 感染者

へのフリーテキストによるマーケティング調査研究

は、「正しい知識の普及・啓発」や「検査勧奨」が届

かないとされてきた人々を理解し、早期診断・早期

治療開始を可能にする施策の立案につなげるアプロ

ーチである。情報が近くにありながら、検査行動に

つながらない問題、特に心の問題を明らかにし、検

査行動に向けた心理的支援などの可能性を探ること

が可能となる。 

HIV 検査に関しては、受検経験が全体で 12.2%であ

り、先行研究の 14.0%（2020 年）、15.0%（2022 年）

よりやや低くなったが、母集団の規模の拡大のため

と考えられる。PrEP のニーズは統計処理上やや高い

推計結果であるが、潜在的には約 200 万人と推定さ

れる。感染予防対策としては、より感染リスクの高

い層に届ける必要があると考えられるが、わが国で

は自発的に利用できる環境が不十分である。現状で

は、他の性感染症の増加や HIV 既感染での利用、途

中中断等、課題も報告され、ヘルスリテラシーや経

済的事情などを考慮した複合的な予防対策を進めて

いく必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 エイズ予防指針に定められた各種施策に関して、

各自治体で進められていた取り組みは、コロナ禍に

より大きな影響を受けたが、令和 3 年度以降、復調

の兆しがみられた。コロナ禍を契機に開始された

様々な取り組みには、成功事例も認められ、自治体

間の情報共有や都道府県の枠を超えた連携体制の構

築が有用と考えられた。国内の主な HIV-1 伝播クラ

スタにおいて、臨床指標と時間系統樹解析を行い、

recent 率は 20%程度と推定した。一方、late presenter

例が３例あった。こうした判定で、把握が困難な

hard-to-reach 層を見出せたとしても、検査機会をどの

ように提供するかについては課題があるため、マー

ケティング手法を応用して手がかりを得る臨床研究

を計画している。一般成人調査の有効回答は 196,045

人と先行研究に比べ大きな規模となり、日本の現状

を明らかにすることができた。これまでの HIV 検査

の受検経験が全体では 12.2%と微増であり予防啓発

の普及にも地域差がみられた。U=Uや最新の治療法、

検査に関する知識の浸透はいまだに低く、都道府県

別にも差異がみられた。PrEP の利用割合は、キーポ
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ピュレーションで一定の増加がみられ、コンドーム

の使用行動は低下しており、現在は医療者主導の体

制整備が進められているが、潜在的なニーズに対応

するには、WHO や UNAIDS の推奨する当事者主導

の PrEP 実装体制の整備が喫緊の課題である。 
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